
 

 

個人情報取扱事務登録簿（単票） 

事 務 の 名 称 行旅病人・死亡人取扱事業 
整理番号 

 
担 当 課 福祉保健部生活福祉課 

事 務 の 目 的 
又 は 概 要 

墓地、埋葬等に関する法律、行旅病人及行旅死亡人取扱法に基づき、旅行中に倒れ療
養の途のない外国人に救護措置を行い、引取者のいない遺体については火葬・埋葬を
行う。 

対象者の範囲 死亡届届出人、市が火葬を行った者の相続人 
対象者数 

50人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

□識別番号 
☑氏名 
☑性別 
□電話番号 
☑生年月日・年齢 
☑住所 
☑本籍・国籍 
☑印影 
□個人番号 
□その他 

□学業・学歴 
□職業・職歴 
□地位 
□資格 
□成績・評価 
□賞罰 
□その他 

□所得・収入 
□資産状況 
□取引状況 
□公的扶助受給 
□口座番号等 
□その他 

☑家族状況  
☑親族・続柄 
☑婚姻歴 
☑居住状況 
□社会的活動 
□団体加入状況 
□意見・要望 
□趣味・嗜好 
□その他 

要配慮個人情報 □有 ☑無 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 
☑本人以外から取得 

☑同一機関内 
□他の機関 
☑他の官公庁 

☑公共的・公益団体 
□民間事業者 
□私人 

目 的 外 利 用 
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

死亡者の遺族 

保存形態 
☑紙媒体 
□サーバ（ネットワーク） 
□電磁的記録媒体 

事務処理委託 □有 ☑無 

個人情報ファイル
の名称・地方公共
団体等行政文書の
名称 

死亡届（写） 
戸籍謄本（全部事項証明） 

備     考  

作成日（最終修正日）：令和５年４月１日（令和８年４月１日） 

 

 



 

個人情報取扱事務登録簿（単票） 

事 務 の 名 称 生活保護レセプト点検事業 
整理番号 

 
担 当 課 福祉保健部生活福祉課 

事 務 の 目 的 
又 は 概 要 

生活保護法に基づく医療扶助の適正な支給のため、レセプトの点検業務を行う。 

対象者の範囲 当市で生活保護を受給している又はしていた者 
対象者数 

8,000人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑識別番号 
☑氏名 
☑性別 
□電話番号 
☑生年月日・年齢 
□住所 
□本籍・国籍 
□印影 
□個人番号 
□その他 

□学業・学歴 
□職業・職歴 
□地位 
□資格 
□成績・評価 
□賞罰 
□その他 

□所得・収入 
□資産状況 
□取引状況 
□公的扶助受給 
□口座番号等 
□その他 

□家族状況  
□親族・続柄 
□婚姻歴 
□居住状況 
□社会的活動 
□団体加入状況 
□意見・要望 
□趣味・嗜好 
☑その他（病名・通
院先・診療報酬・処
方内容） 

要配慮個人情報 ☑有 □無 

個人情報の取得先 

□本人から取得 
☑本人以外から取得 

□同一機関内 
□他の機関 
□他の官公庁 

□公共的・公益団体 
☑民間事業者 
□私人 

目 的 外 利 用 
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

保存形態 
□紙媒体 
☑サーバ（ネットワーク） 
□電磁的記録媒体 

事務処理委託 ☑有 □無 

個人情報ファイル
の名称・地方公共
団体等行政文書の
名称 

レセプト情報 

備     考  

作成日（最終修正日）：令和５年４月１日（令和８年４月１日） 

 

 



 

個人情報取扱事務登録簿（単票） 

事 務 の 名 称 生活保護事業 
整理番号 

 
担 当 課 福祉保健部生活福祉課 

事 務 の 目 的 
又 は 概 要 

生活に困窮し最低生活の維持が困難な者に対して最低限度の生活を保障し自立を助
長するため、生活保護法に基づく保護の決定及び実施、就労自立給付金もしくは進学
準備給付金の支給、被保護者健康管理支援事業の実施、保護に要する費用の返還又は
徴収金の徴収に関する事務を行う。 

対象者の範囲 
当市で生活保護を受給している又はしていた者及びその扶養義
務者 

対象者数 

10,000 人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑識別番号 
☑氏名 
□性別 
□電話番号 
□生年月日・年齢 
☑住所 
□本籍・国籍 
□印影 
□個人番号 
□その他 

□学業・学歴 
□職業・職歴 
□地位 
□資格 
□成績・評価 
□賞罰 
□その他 

□所得・収入 
□資産状況 
□取引状況 
□公的扶助受給 
□口座番号等 
□その他 

□家族状況  
□親族・続柄 
□婚姻歴 
□居住状況 
□社会的活動 
□団体加入状況 
□意見・要望 
□趣味・嗜好 
□その他 

要配慮個人情報 ☑有 □無 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 
☑本人以外から取得 

☑同一機関内 
□他の機関 
☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 
□民間事業者 
□私人 

目 的 外 利 用 
（他事務の利用） 

☑有 □無 

目的外利用を行う事務名 

障害者への給付及び各種手当等の支給事務、介護保険料算定事
務、高齢者虐待防止に関する事務、市指定ごみ収集袋減免申請
事務、児童手当等の支給事務、無保険者健康診査に関する事務、
市税滞納整理事務、市民・都民税の賦課事務 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

東久留米市教育委員会、医療機関、居宅介護事業所 

保存形態 
□紙媒体 
☑サーバ（ネットワーク） 
□電磁的記録媒体 

事務処理委託 □有 ☑無 

個人情報ファイル
の名称・地方公共
団体等行政文書の
名称 

生活保護受給者マスタ 
63条返還・78条徴収リスト 
生活保護申請受理簿 
申請書収受簿 
廃止台帳 
資産台帳（不動産・自動車・生命保険） 
保護停止・世帯分離管理台帳 
債権管理台帳 

備     考  

作成日（最終修正日）：令和５年４月１日（令和８年４月１日） 



 

個人情報取扱事務登録簿（単票） 

事 務 の 名 称 生活保護世帯健全育成等事業 
整理番号 

 
担 当 課 福祉保健部生活福祉課 

事 務 の 目 的 
又 は 概 要 

「地域福祉推進区市町村包括補助事業実施要綱」に定められた生活保護世帯に対する
健全育成事業および被保護者自立促進事業を実施し、被保護者本人および世帯の健全
育成と自立の助長を図る。 

対象者の範囲 生活保護世帯 
対象者数 

５００人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑識別番号 
☑氏名 
□性別 
□電話番号 
☑生年月日・年齢 
☑住所 
□本籍・国籍 
□印影 
□個人番号 
□その他 

☑学業・学歴 
□職業・職歴 
□地位 
□資格 
□成績・評価 
□賞罰 
□その他 

□所得・収入 
□資産状況 
□取引状況 
□公的扶助受給 
□口座番号等 
□その他 

□家族状況  
□親族・続柄 
□婚姻歴 
□居住状況 
□社会的活動 
□団体加入状況 
□意見・要望 
□趣味・嗜好 
□その他 

要配慮個人情報 ☑有 □無 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 
☑本人以外から取得 

☑同一機関内 
□他の機関 
□他の官公庁 

□公共的・公益団体 
□民間事業者 
□私人 

目 的 外 利 用 
（他事務の利用） 

□有 ☑無 
目的外利用を行う事務名 

 

提     供 □有 ☑無 
経常的な提供先 

 

保存形態 
☑紙媒体 
□サーバ（ネットワーク） 
☑電磁的記録媒体 

事務処理委託 □有 ☑無 

個人情報ファイル
の名称・地方公共
団体等行政文書の
名称 

健全育成費対象者台帳 
自立促進受給者名簿 

備     考  

作成日（最終修正日）：令和５年４月１日（令和８年４月１日） 

 

 

 



 

個人情報取扱事務登録簿（単票） 

事 務 の 名 称 中国残留邦人生活支援給付金事業 
整理番号 

 
担 当 課 福祉保健部生活福祉課 

事 務 の 目 的 
又 は 概 要 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配
偶者の自立の支援に関する法律に基づき、中国残留邦人等の自立の支援を行う 

対象者の範囲 
当市で中国残留邦人生活支援給付金を受給している又はしてい
た者及びその扶養義務者 

対象者数 

8人 

個人情報の項目 

一般的取扱事項 

基本的事項 経歴・成績 経済・状況 生活事項 

☑識別番号 
☑氏名 
□性別 
□電話番号 
□生年月日・年齢 
☑住所 
□本籍・国籍 
□印影 
□個人番号 
□その他 

□学業・学歴 
□職業・職歴 
□地位 
□資格 
□成績・評価 
□賞罰 
□その他 

□所得・収入 
□資産状況 
□取引状況 
□公的扶助受給 
□口座番号等 
□その他 

□家族状況  
□親族・続柄 
□婚姻歴 
□居住状況 
□社会的活動 
□団体加入状況 
□意見・要望 
□趣味・嗜好 
□その他 

要配慮個人情報 ☑有 □無 

個人情報の取得先 

☑本人から取得 
☑本人以外から取得 

☑同一機関内 
□他の機関 
☑他の官公庁 

□公共的・公益団体 
□民間事業者 
□私人 

目 的 外 利 用 
（他事務の利用） 

☑有 □無 

目的外利用を行う事務名 

介護保険料算定事務、高齢者虐待防止に関する事務、市指定ご
み収集袋減免申請事務、無保険者健康診査に関する事務、市税
滞納整理事務、市民・都民税の賦課事務 

提     供 ☑有 □無 
経常的な提供先 

医療機関、居宅介護事業所 

保存形態 
☑紙媒体 
□サーバ（ネットワーク） 
☑電磁的記録媒体 

事務処理委託 □有 ☑無 

個人情報ファイル
の名称・地方公共
団体等行政文書の
名称 

世帯台帳 
査察指導台帳 
課税調査対象者リスト 
 

備     考  

作成日（最終修正日）：令和５年４月１日（令和８年４月１日） 

 


